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こんな電話は詐欺！★ 息子や孫を装い「トラブル解決にお金が必要」などと電話をかけてきた犯人に 自宅や指定の場所でお金をだまし取られる被害が多発 ★ 不審な電話は迷わず110番！

予算の概要
　平成30年度当初予算に補正予算を加えた最終

予算は、7回（下半期4回）の補正を行った結果、

1,498億5,200万円でした（右図）。主な補正予算の

内容は右表のとおりです。

収入・支出の状況
　最終予算に平成29年度から繰り越した事業費2

億9,800万円を加えた予算現額は1,501億5,000万

円です。平成31年3月末現在の収入済額（歳入）は

1,383億7,500万円（収入率92.2％）、支出済額（歳出）

は1,181億1,500万円（執行率78.7％）です（下図）。

　施設の建設や用地の取得等に多額の資金を必要とする場合、特別区債を発行して資金を借り入れ、財源を補

充します。平成31年3月末では、発行額307億1,600万円、償還済額116億2,000万円で、現在高は190億9,600万

円です（左下図）。また、区の貯金に当たる基金の平成31年3月末の現在高は477億1,400万円です（右下表）。

※最終の予算の補正では、工事費などの実績に
　応じて総額33億4,761万円を減額しました。

◎平成30年度に予算を補正した主な事業

補正事業 補正予算額

ブロック塀等の安全対策 6億2,091万円

障害者への自立支援給付等 2億7,815万円

市街地再開発事業助成

（四谷駅前地区）
1億109万円

東京2020オリンピック・パラリン
ピック区民参画基金積立金

1億円

麻しん・風しん予防接種等 3,511万円

教員の勤務環境の改善 3,261万円

道路や公園、
都市計画など

土木費

区民施設運営、
地域振興など

地域振興費

72億2,300万円

66億5,100万円（92.1％）

特特別別区区債債とと基基金金

歳入 歳出

予算現額

収入済額

支出済額

（　）内は収入率
または執行率

収入済額1,383億7,500万円（収入率92.2％） 支出済額1,181億1,500万円（執行率78.7％）

区民税・たばこ税など

特別区税

445500億億11,,990000万万円円（（9922..55％％））

486億9,100万円

高齢者の福祉や
生活保護など

福祉費 440億7,700万円

339922億億99,,660000万万円円（（8899..22％％））

285億6,300万円

225577億億22,,440000万万円円（（9900..11％％）） 国からの補助金など

国庫支出金

都支出金
東京都からの
補助金など

113億4,500万円

95億3,800万円（84.1％）

104億300万円

106億3,000万円（102.2％）
地方消費税の
区への配分額

地方消費税交付金

前年度からの繰越金

繰越金

41億6,700万円

39億600万円（93.8％）

31億4,900万円

28億5,000万円（90.5％）

施設の使用料など

使用料及び手数料

96億3,900万円

65億1,800万円（67.6％） 地方譲与税など

その他

児童の福祉など

子ども家庭費 299億3,900万円

152億7,400万円

103億3,200万円（67.6％）

健康費

健康診断など

132億3,000万円

全般的管理事務や
防災、選挙など

総務費 113億7,200万円

77億700万円（67.8％）

99億9,800万円

87億2,700万円（87.3％）

商工振興など

その他 120億500万円

59億500万円（49.2％）

都区財政調整による
交付金

特別区交付金285億3,100万円

228855億億22,,880000万万円円（（110000..00％％））

56億6,200万円

225599億億99,,880000万万円円（（8866..88％％））

教育費
小・中学校、
図書館など

環境保護、清掃・
リサイクルなど

環境清掃費

70億3,200万円

58億2,100万円（82.8％）

◎一般会計の流れ���

平成30年度当初予算1,464億1,600万円

補正（※）（上半期3回･下半期4回）

34億3,600万円

平成30年度最終予算 1,498億5,200万円

現在高
（平成31年3月末現在）

190億9,600万円

★住民税減税補てん債とは、税

制改正に伴う地方公共団体の

減収額を埋めるために発行し

た地方債のことです。

住民税減税
補てん債（★）
13億600万円（6.9％）

教育債

学校建物整備など
49億8,700万円（26.1％）

総務債　

防災施設・庁舎整備など

23億4,300万円（12.3％）

福祉債　福祉施設建設など
14億1,100万円（7.4％）

土木債

道路・公園整備など
59億700万円（30.9％）

基金の種類 現在高

財政調整基金
（年度間の財源の調整を図るための基金）

272億1,700万円

社会資本等整備基金
（公共施設等を整備するための基金）

57億7,500万円

減債基金
（特別区債の償還に必要な財源を確保するための基金）

55億7,000万円

義務教育施設整備等次世代育成環境整備基金
（小・中学校などの教育関連施設及び保育所などの
子育て関連施設を整備するための基金）

42億8,500万円

その他特定目的基金（公園やスポーツ施設の整備、
地場産業の振興など特定の目的のための基金）

48億6,700万円

合　計 477億1,400万円

※基金現在高は平成31年3月末時点での現金等の保有額です。5月末
　までの収入と支出を整理する出納整理期間中の積み立てや取り崩
　しは反映していません。

◎特別区債の現在高 ◎基金の現在高�

子ども家庭債

子ども家庭施設建設など
13億2,400万円（6.9％）

健康債等　健康推進施設建設など

18億1,800万円（9.5％）
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◎収入・支出済額の内訳

平平成成3300年年度度予予算算現現額額11,,550011億億55,,000000万万円円

2億9,800万円

平成29年度から
の繰越事業費

　区では、地方自治法の規定に基づいて毎年6月と12月の2回、歳入・歳出予算の補正

や執行状況などを公表し、財政面から区政運営の状況を区民の皆さんにお知らせして

います。今回は、平成30年度に予算を補正して取り組んだ事業と、平成31年3月末現

在の財政状況の概要をお知らせします。

　なお、区財政の収支は、5月末までを収入と支出を整理する期間としています。平成

30年度決算の概要は、10月末にお知らせします。

【問合せ】財政課（本庁舎3階）（5273）4049・（3209）1178へ。

平成30年度 下半期

76億7,800万円（58.0％）

56億6,200万円（100.0％）

一方的に奪われる特別区の税源

　地方法人課税の一部国税化や地方消費税の清算基準の見直し、ふるさと納税等

の不合理な税制改正等により、特別区の貴重な税源は一方的に奪われています。

　こうした不合理な税制改正等による特別区全体の影響額は現時点で1,300億

円を超え、消費税率10％段階では2,000億円に迫る規模で、これは特別区におけ

る人口50万人程度の財政規模に相当する衝撃的な額です。

　地方税を国税化して再配分する手法は、応益負担や負担分任という地方税の本

旨を無視したものです。本来、地方財源の不足や地域間の税収等の格差は、国の責

任で地方交付税財源の法定率を引き上げ、調整するべきです。

目指すべき地方税財源の充実

　特別区は、持続的な都市の発展のために取り組むべき喫緊の課題や将来的な課

題が山積しています。また、地方交付税交付金の不交付団体であることから、経済

危機や大規模災害により地方税等が大幅に減収する場合にも、交付金等に頼らず

に自らの財源で積み立てた基金の活用等により対応する必要があります。備えと

しての基金の増加や税収の多寡という側面にのみ焦点を当てて、あたかも財源に

余裕があるとする議論は容認できません。

　今必要なことは、全国各地域が自らの責任で真に必要な住民サービスを提供し、自

治体間の積極的な交流や協働事業により共存共栄する良好な関係構築を図ることで

あり、税源の奪い合いで自治体間に不要な対立を生むような制度は認められません。

　今こそ、各地域を支える地方税財源の充実強化を図り、日本全体が持続可能な

発展を目指すべきです。

国国国ににによよよるるる不不不合合合理理理ななな税税税制制制改改改正正正ご存じですかご存じですか

◎区の予算は一般会計と特別会計があります。一般会計では、特別会計（国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療）以外の

　区政に必要なあらゆる収入と支出を扱います。

◎歳入・歳出予算は、1つの会計年度内の収入と支出の見積もりです。収入済額・支出済額は実際の収入と支出の額です。
一一般般会会計計

諸収入
貸付金元利収入など

区民保養施設の利用申し込み
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